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テキストより

	分類
	項目
	内容
	ノート

	０．概論
	キャリアとは
	①人生を構成する一連の出来事　②職業と人生の他の役割りの連鎖　③報酬、無報酬の一連の地位

①上昇的な職業異動を含む、②生涯にわたって継続、③人間的成長や自己実現を含む
	←スーパー

←木村周

	
	ＣＣとは
	従業員と十分な話し合いの上、従業員のキャリアを十分に把握し、それを的確に記述するとともに、その能力を正確に評価した上で、企業や産業界のニーズと従業員の適正・能力・希望等を照合することにより、従業員のキャリア形成の具体的方向と職業能力の開発方針を決定することを通して従業員のキャリア選択の支援を行うこと。
	厚生労働省

キャリアコンサルティング技法等に関する調査研究報告書

	
	
	個人がキャリアに対して持つ関心やコンフリクトの解決と共に,ライフ・キャリア上の役割と責任の明確化、キャリア計画、決定、その他のキャリア開発行動に関する問題解決を個人、または、グループカウンセリングによって支援するもの。　…ＣＣの定義
	ＮＣＤＡ

National Career Development Association

	
	キャリア形成支援
	①労働者個人のキャリア形成が、仕事のみならず生活全体に影響していることを自覚し、常にいま、どういう立場で、何を支援しているかを自覚する必要がある。（６３）

②求人者と求職者をマッチングさせる相談・紹介・能力開発などを包含する位置にある。（３５）

③企業内においては、社内人材の能力開発や適材配置への支援を通じて人的資源の有効活用を助けると共に、異動における納得感の確保などを通じて、雇用上のトラブルを防ぐ。（７３）

④労働者個人の責任でキャリア形成できるように、情報提供や教育等を行う。また、企業が行なうこのような支援の媒介として機能する。（５７）

⑤個人が、行政の能力開発支援機関などのサービスをより有効に利用できるように支援する。（４３）

⑥企業の事業環境の変化に労働者の方向をマッチングさせるよう支援する。（３３）
	

	
	ＣＣのポイント
	①クライエントの能力を信頼し、クライエント主体のキャリア選択と形成を側面的に支援

②職業・職務の選択、今後のＣ形成の方向の決定、手段の決定などに具体的な目標設定を重視

③システマティックな（構造化された）プロセスを採用

④クライエントの主体性を重視した「育てる」相談として、企業外の社会的資源も活用

⑤安心して来談できるような環境を整備。結果の利用方法についても事前にルール化しておく。
	

	１．

ＣＣの

有用性

必要性
	要求
	技術革新の急速な進展など様々な社会・経済環境の変化に伴い、個人自らのキャリア形成の重要性と、そのための支援の必要性について理解していること。
	

	
	参考例
	インターネットの普及による急速なグローバル化などによるコスト競争の激化で、製造業が拠点を海外に移すなど、技術革新の急速な進展に伴い、社会・経済環境が大きく変化している。その結果、次のような問題が生じてきた。①企業は自らの存続自体が危ぶまれるようになり、雇用保障を放棄せざるを得なくなった。②組織のフラット化、プロジェクト型業務の増加で、上司と部下との関係が崩壊し、日常的な相談の場が消失した。③成果主義・実力主義で、先輩・後輩がライバル化し、先輩によるメンターの機能が失われた。④裁量労働制、フレックス勤務など労働形態の多様化で、企業側からの仕事管理が困難になった。このような状況のもと、労働者自身も意識変化からキャリア形成・開発への要求が高まった。また、企業側からも事業環境の変化に対応できるような専門性の高い要員の確保が必要になった。そこで、これらを支援するものとしてキャリア・コンサルティングの必要性があり、有用性がある。
	

	
	雇用社会をめぐる変化
	①石油危機…1973,1079　②円高不況…1980　③バブル崩壊…1990　
	

	
	日本型経営の崩壊
	終身雇用制度の放棄、グローバル化、企業の合併・買収（Mergers and Acquisitions）、撤退、技術革新、情報化、サービス経済化、組織のフラット化、プロジェクト化、失業率、少子高齢化、就職意識の変化
	

	
	個人のキャリア
	自己選択・自己責任の原則

特に若年者の職業意識が希薄になる傾向が見られ、その啓発も必要となっている。
	

	
	フリーター、ニート
	①フリーター：15～34歳の非正社員＋それを希望する人⇒若者の２０％、しかしその７割は正社員希望

０３年…２１７万人、年１０万人増加中。⇒目標０５年度２０万人↓（ハローワーク１０＋ジョブカフェ１０）

②ニート：０２年…４８万人、０３年…５２万人（現在８５万人と言われる：http://www.j-yamashita.com/neet/qanda.html）
	

	
	社会的背景
	①雇用保障を放棄せざると得なくなった。

②フラット化組織、プロジェクト型業務で上司・部下の関係が崩壊、日常的な相談の場が消失

③成果主義・実力主義で先輩・後輩がライバル化、メンター機能の喪失

④裁量労働制・フレックス勤務など労働形態の多様化で、企業側からの仕事管理が困難

その他：専門性重視、処遇時価主義、エンプロイアビリティ、人生８０年、雇用流動化、低成長など
	

	２．

ＣＣの役割
	要求
	キャリア・コンサルティングは、個人の生きがい、働き甲斐までを含めたキャリア形成を支援すること、また、個人が自らキャリアマネジメントできるように支援すること。さらには、個人と企業との共生の関係を作る上で重要なものであることなど。
	

	
	参考例
	キャリアコンサルティングは、労働者個人が、自らのキャリアを自律的に形成できるようになることを支援する。また、それを通して、企業に対しては求めるエンプロイアビリティ-を従業員が身に付けるための支援を行い、また、事業環境の変化に合わせて異動・再配置などがスムースに行えるよう支援する。

具体的には、①リストラのショックなどによる情緒障害で求職活動ができないなど、当面の緊急課題への対応。②労働者が自らの能力を表現する訓練の支援。③システマティックなプロセスのコンサルティングによる自律的キャリア形成の支援。④職業環境の変化に伴う生活環境の変化を見据えた援助。⑤転就職・社内公募などに対する適切な情報提供や助言。⑥キャリア研修の実施とフォロー。⑦上司との間に望ましいキャリア開発の流れを作るための側面的支援などの役割を負う。また、特に若年者に対しては、職業意識の啓発も重要な役割となる。
	

	
	ＣＣの意義
	①労働者個人の自己実現を支援。エンプロイアビリティを身に付けるため支援。

②企業がわの求めるエンプロイアビリティを身に付けるための支援。事業環境の変化に合わせた異動・再配置をスムースに行なえるように支援。
	

	
	ＣＣの役割
	１．個人の生きがい、働き甲斐を含めたキャリア形成を支援

２．個人が自らキャリア・マネジメントできるように支援

３．個人と企業の共生の関係を作る
	

	
	
	１．リストラのショックによる情緒障害など当面の緊急課題への対応

２．自らの能力を表現する訓練
３．カウンセリングによる自己理解や、具体的な計画策定のサポートを通じて自律的キャリア形成を支援

４．職業環境の変化に伴う生活環境の変化を見据えた援助

５．転職・社内公募への応募などにおける適切な情報・助言

６．キャリア研修の実施とフォロー

①人事制度の説明（ガイダンス）、②ＦＰ、③キャリアデザイン（④実現への援助、⑤個別ＦＵ）

７．望ましいキャリア開発の流れをつくる支援

1 めざす姿明確化、②キャリア開発計画、③上司と共有、④能力・適正を高める、⑤異動等で実現

＊特に若者に対しては、働くことの意義を理解し、キャリア形成を自らの問題として取り組めるように、能動的・積極的に関わる必要もある。
	

	
	キャリア研修
	①人事ガイダンス（制度の説明）、②FP（退職・定年後の生活設計）、③キャリア・デザイン

（事後のFU：　④行動変容への支援、⑤習慣化への支援）
	Ｐ１１

	
	望ましいキャリア開発
	①めざす姿明確化－②キャリア開発計画－③上司と共有－④能力・適正を高める－⑤異動等で実現
	Ｐ１２

	３．

ＣＣの

位置付け
	要求
	個人のキャリア形成において重要な位置を占め、行政その他関係機関による能力開発支援など様々なサービスと相まって行われる。特に、若年者を対象とした場合は学校など関係機関によるキャリア教育などと相まって行われる必要がある。
	

	
	参考例
	キャリアコンサルティングは、労働者個人の主に職業上のキャリア形成を支援する。しかし、その結果は、単に職業上のキャリアを越えて、家族や友人関係、趣味、価値観など生き方全体に影響を与える。その意味で、キャリアコンサルティングは、個人のライフキャリア形成において重要な位置付けにある。

また、視点を変えれば、企業と労働者の間に入り、企業の求めるエンプロイアビリティと労働者のキャリアをマッチングさせることを期待される位置付けにある。すなわち、失業者や求職者に対しては、行政その他の機関と連携を取り、職業相談・職業紹介・能力開発などを包含した支援を行い、在職者に対しては、事業環境の変化に個人のキャリア形成の方向が合うように支援を行うという位置付けである。特に、若年の求職者に対しては学校と連携してインターン制度などの活用を支援することも必要となる。
	

	４．

ＣＣの

任務の範囲
	要求
	(1) 任務の範囲の理解：相談者のキャリア形成を支援するために、キャリアコンサルタントとしての活動に範囲（限界）があることについて理解していること。

(2) プライバシーの守秘：相談者のプライバシーについて、秘密を守ることができること。

(3) 倫理規定の厳守：キャリア・コンサルタントが守るべき倫理規定（基本理念、任務範囲、秘密保持等）について理解していること。
	

	
	参考例
	環境が激しく揺れ動いているこんいち、正しい予知力・予見能力はだれにもない。そこで、キャリア・コンサルタントが責任を負える限界を自覚し、常に何をどのように支援しているかを意識して、相談者の自己決定・自己責任で決める部分と、支援のできる部分を話し合いの中で任務の範囲を明確にしておく必要がある。また、例え相談者のために良いと判断したことでも、相談者の同意を得なければ相談者のプライバシー侵害になるので行ってはいけない。特に、企業内で相談活動を行う場合は、相談内容が人事関係の情報として用いられないよう、予め相談内容に対する守秘義務の確保をルール化しておくことが有用である。その他、キャリアコンサルタント自身の能力を超える場合や、クライエントとの間に私的感情が生じて支障が生じた場合などは適切な機関にリファーするなど、常に相談者の利益と保護を優先して、実力を超えない範囲で任務にあたることも大切である。
	Ｐ１０

	５．

ＣＣの重要性の社会への普及
	要求
	キャリア・コンサルティングを求める可能性のある人や企業などに対して、様々な活動を通じてキャリア形成の重要性、必要性等について普及することができること。

特に、若年者については、家庭、学校、企業、地域社会に対して、若年者のキャリア形成の重要性・必要性等について普及することができること。
	

	
	参考例
	１．ＣＣの重要性・必要性に同じ。
	

	６．

ネットワーク

の認識と実践
	要求
	(1) ネットワークの重要性の認識：効果的に相談を実施するためには、相談者を支援する他の専門機関との様々なネットワークが重要である。

(2) ネットワークの形成：地域における関係機関や様々な人々と日頃から情報交換を行い、協力関係を築いていくことができること。

(3) 専門機関への紹介：相談者の様々なニーズに応えるため、適切な専門機関等に紹介あっせんすることができること。

(4) 異なる分野の専門家への照会の実施；効果的に相談を実施するために、追加情報を入手したり、異なる分野の専門家に意見を求めることができること。
	

	
	参考例
	効果的に相談を実施すつためには、まず、個々の労働者が日常の業務の中で自己の能力を活用できる環境作りが必要である。そのためには、企業内においてどのような能力、人材像を求めるかというプログラムを関係部門とのネットワークの中で策定し、提示する必要がある。また、そのプログラムに沿って、個人のキャリア選定に対応したキャリアコースの設定、キャリア形成の目標設定、教育・研修プログラムの作成や講座への参加支援を行い、その成果をフィードバックするためにもネットワークが必要となる。一方、より広い視野で支援をするためには、地域における関係機関や、外部の専門機関を労働者が有効かつ適切に活用できるように支援することも必要である。そのためには、企業内のはもとより、地域の関係機関や、専門機関との間で常日頃から情報交換を行い、そのネットワークを通じて適切リファーしたり、コンサルテーションを受けることができる協力関係を築いておくことが必要である。
	

	７．

自己研鑽・

スーパービジョン
	要求
	(1) 自己研鑽：コンサルタント自身の自己理解の重要性を理解するとともに、常に学ぶ姿勢を維持し、新たな情報を吸収し、自らの力量を向上させていくことができること。

(2) スーパービジョンの必要性の理解：定期的に専門家の指導を受けることの必要性について理解していること。
	

	
	参考例
	キャリアコンサルタントに求められる基本的用件は、カウンセラーとしての基礎能力である。すなわち、クライエントとの相互関係の中でクライエントを理解し、本人が自らの力で困難を克服し、より良く生きていけるよう援助することである。これは、「人間を知る」ことであり、奥深く、完成のない課題である。また、ライフ・キャリアに関する相談へも対応するためには、幅広い知識や技術、経験などとともに、産業社会の動向など、時代の流れにも絶えず注意を払っている必要がある。このようなことから、キャリアコンサルタントには、生涯にわたる自己研鑽が求められる。一方、完璧なキャリアコンサルタントでは有り得ないから、自分の中に不全感を持ったり、自分のやり方に知らず知らずのうちに偏りが生じてしまうことがある。このようなことを避けるためにはスーパービジョンを受けることが有用である。特に、自分の中に未解決の問題を残しているとそれがカウンセリングに影響してしまうことがあり、これに気づき、コンサルタント自身の自己理解を進めるためにもスーパービジョンは有用である。
	

	８．理論
	キャリア理論
	Ⅰ．職業選択理論

①特性因子理論…パーソンズ

②意思決定理論…バンデュラ（信念、自己効力感などの要素重視）

ジェラッド（予測－価値－決定の連続意思決定モデルでパラダイム重視）

　　②‘期待値理論…ブルーム（期待×誘導性×道具性）

③社会的学習理論…クランボルツ（職業選択は学習の結果）

⇒過去の出来事と将来予想される出来事を結びつけて解釈した結果

Ⅱ．状況的・社会的構造理論（選択や決定を環境との相互作用で行なう）

　　ブロンフェンブレナー…ミクロ・メゾ・エクソ・マクロシステム

Ⅱ‘．機会理論…個人が選択できるかどうかを決定する主要因は機会に出会うかどうかである。

Ⅲ．心理学的構造理論

　①フロイト理論…ブリル（職業選択行動も根源的には快楽原則と現実原則＋昇華で説明）

　②アドラー、新フロイト学派…マコービー（無意識より自我の力を重視。本能的存在より社会的存在）

　③マーフィー、マズロー理論…ロー／Roe（パーソナリティは親の養育態度。人的・物的相互作用）

　　ホランドの理論…職業選択やキャリア発達は、行動スタイルや人格類型と環境の相互作用の結果

Ⅳ．職業発達理論

　①スーパーの理論…職業発達過程は自己概念を発達させ、職業を通して実現するプロセス。

　②シェインの理論…キャリアは生涯を通じての人間の生き方、その表現の仕方。

　③ハンセン…１９９７年ライフキャリアを提唱。仕事、学習、余暇、愛のバランスで意味ある人生。
	

	
	キャリア・カウンセリング理論
	Ⅰ．感情的アプローチ（クライエントの現在の感情や内面に焦点）

　①来談者中心療法…クライアント中心。行動は自己概念で規定される。自己一致を目指す。

　②ゲシュタルト療法…人をホリスティックに理解。いまここに生きる。

Ⅱ．認知的アプローチ（感情は認知で影響を受ける。情緒的混乱に対して認知の修正を働きかける）

　①論理療法…感情は出来事の受け止める方の信念で生ずる。不快な感情を信念の合理化で修正。

　②認知療法…病理的行動は認知の歪みが固定化することによる。否定的な自動思考の背景にある認知的構え（スキーマ）を修正。

Ⅲ．行動的アプローチ（学習により新しい行動を身に付けさせる）

　①古典的条件付け…パブロフ、系統的脱感作法（ウォルピ）

　②オペランド条件付け…ソーンダイクの実験を応用、シェ－ピング方、トークン・エコノミー法

Ⅳ．発達的アプローチ（発達課題の視点から援助）

　①エリクソンの「発達課題」…青年期の発達は自我同一性。自我同一性拡散・混乱に陥りやすい

　②スーパーの「生涯キャリア発達理論」

　　青年期…個人の興味、能力、価値観などを統合させ、試行的に選択する。

　　成人期（４０代）…課題達成には計画性、時間的展望、探索、情報、意思決定、現実志向。

Ⅴ．総合的アプローチ（感情的、認知的、行動的、発達的など包含してシステマティック・アプローチ）

　①意思決定方策＋②学習方策＋③自己管理方策。全てに自己理解を位置付け発達的にとらえる。
	

	９．

アセスメント
	適用
	クライエントの自己理解や自己洞察を促す

①クライエントの同意（必要十分な説明）

②知識経験（習熟）

③客観性、標準性、妥当性、信頼性を備えたテストをマニュアルどおりに使用

④目的を明確にしてクライエントに適合したテストを使用

⑤結果の解釈で決め付けず手がかりの１つとして使用

⑥実施に際しては圧力や緊張を与えないように場面構成に配慮

⑦分かりやすく、希望につながるように結果を説明
	

	
	種類
	①知能テスト…田中ビネー知能検査、鈴木ビネー式知能検査

②性格・人格テスト…Y-G、TPI（東大版総合性格検査）、PIL(生きがいテスト）、SCT（文章完成法テスト）

③適正テスト…内田クレペリン精神作業検査、GATB（厚生労働省編「一般職業適性検査」）、

SDS（職業適正自己診断テスト）、CPS（適職診断検査）

④興味テスト…VPI（職業興味テスト）、教研式職業興味・志望診断検査、RCAP、キャリア・インサイト

⑤行動・社会性テスト…TEG
	

	１０．

ツール
	ＶＰＩ（職業興味検査）

日本労働研究機構（ＪＩＬ）
	大学生、ホランドの職業興味理論、１６０項目、ＲＩＡＳＥＣ　Co-Mf-St(地位)-Inf(ユニーク)-Ac

自己理解と職業探索・選択への動機付けや職業に関する情報提供
	１５～２０分

	
	職業レディネス・テスト
	中・高生用
	

	
	中高年のための就業支援システム
	成人・中高年用
	

	
	職業興味チェックリスト
	成人用
	

	
	職業ハンドブック
	CD-ROM検索システム
	

	
	ＧＡＴＢ

日本労働研究機構（ＪＩｌ）
	中学生～成人４５歳程度、米国の適正理論、筆記１１検査＋器具４検査

適正能９項目（知的、言語、数理、書記、空間、形態、運動、指先の器用さ、手腕の器用さ）
	４５～５０＋１２～１５分

	
	Career　ｉｎ★Sites

日本労働研究機構（ＪＩＬ）
	１８～３０歳学生・求職者、ホランド、スーパー、ホールスビ、カッツの職業選択理論、米国ＣＡＣＧの基本構想モデル、コンピュータによる４検査（CBT)。適正診断と職業情報の提供、キャリアプラニング
	約３０分

	
	ＣＡＣＧ
	Computer Assisted Career Guidance
	

	
	CBT
	Ｃｏｍｐｕｔｅｒ Ｂａｓｅｄ Testing
	

	
	RCAP

リクルート
	リクルート・キャリア・アセスメント、高校生・大学生・若年求職者、米国の複数の人格理論、高校版５検査３２０問、大学版６検査２７９問、自己理解とキャリア選択、高校版は進学適正診断も
	約４０分



	
	P&P
	Paper & Pencil
	

	
	CPS
	キャリア・プラニング・シート
	

	
	キャリアシート
	Ⅱ．キャリア指向性…①職業興味、②価値観

Ⅲ．過去の経験（職業経験）

Ⅳ．職業能力等…①職業・職務能力（知識・技能、狭義の適性）、②態度・行動パターン

Ⅴ．個人を取り巻く諸条件
	Ⅰ．は、登録情報、氏名、性別、生年月日、年齢、現住所、最終学歴、勤務先

	１１．

労働問題
	労働力人口（Ｈ１５）
	女性＝２７３２万人　４１.0％　　　　　　　女性労働力率　４８．３％

女性雇用者数＝2177万人　40.8％
	

	
	完全失業率
	過去最大5.8（2003.3-4）／調整5.5（2002.6,8、2003.1）　今年３月＆５月4.8＆4.6／調整4.5&4.4
	調整＝季節調整値

	
	有効求人倍率
	過去最低0.42（1999.5-6）／調整0.46（1999.5-6）　　今年３月＆５月0.98＆0.85／調整0.91&0.94
	

	
	履歴書ｖｓ職務経歴書
	履歴書…どんな学校を出てどんな会社のどの部署に勤めたか。資格、趣味、特技など

職務経歴書…どのような業務をしてきたか、スキル、知識、能力、仕事への姿勢、ネットワーク
	所属先とＣ形成の流れ

Ｃ形成過程とスキル

	
	過半数を割った労働組合
	３６協定を結べない。組合以外の過半数を代表する物と協定が必要。裁量労働の採用では、労使委員会の半数を労働者の過半数の新任を得たもので構成し、全員一致で決定する必要がある。その他、

①変形労働時間制（週、月、年）、②フレックス、③一斉休息の適用除外、④時間外・休日労働、⑤事業場外のみなし労働時間、⑥計画年休
	

	
	労働者の定義
	①労基法、労災保険法…事業または事業所に使用され、賃金を支払われる者（従業員を兼務しない役員を除く）

②雇用保険法…①＋中小企業事業主に対して特別加入制度あり。

③厚生年金保険＆健康保険…適用事業に使用される者（労基法９条とは独立に解釈）常勤的労務に服することで報酬を得ている役員を含む。
	

	１２．

その他
	公共機構
	①産業雇用安全センター…在職者に対して企業間の労働力移動を斡旋
	

	
	外国の機関や制度
	ＮＣＤＡ…National Career Development Association（かつては、全米職業指導協会）

ＮＶＱ…National Vocational Qualification（イギリスの職業能力評価制度。１９８６～）
	

	
	職業分類
	ＥＳＣＯ…厚生労働省編食用分類（大分類Ａ～Ｉ：９、中分類８０、小分類３７９、細分類２１６７）

ＪＳＣＯ…総務庁統計局編集・日本標準職業分類（大分類Ａ～Ｊ：１０、Ｊ：分類不能の職業が追加）
	←ハローワーク使用

	
	国家資格
	①国が試験…司法試験、医師国家試験、公認会計士試験、一級建築士試験、不動産鑑定士試験

②都道府県が試験…２級建築士試験、保育士試験

③指定団体が試験…中小企業診断士、造園施工管理士試験、土木施工管理技士
	

	
	民間資格
	ＣＢＳ（国際秘書）検定…日本秘書協会

ＴＯＥＩＣテスト…国際ビジネスコミュニケーション協会

経営コンサルタント…社会経済生産性本部
	


人口構成（）

	総人口
	年齢（歳）
	厚生統計
	労働統計
	説明

	2005.4

12768万人

男：6225

女：6543
	０～１４

1765万人

男：904万人

女：860万人
	年少人口

（Ⅹ）＝1765万人

老年化指数＝Ｚ／Ｘ＝1.43
	（義務教育）

	
	１５～６４（５９）

8473万人

男：4250万人

女：4223万人
	生産年齢人口

（Ｙ）＝8473万人

年少人口指数

＝Ｘ／Ｙ＝0.208

老年人口指数

＝Ｚ／Ｙ＝0.299

従属人口指数

＝（Ｘ＋Ｚ）／Ｙ＝0.507
	１５歳以上人口

（Ａ）＝11003万人

男：5320万人

女：5683万人

労働力人口比

（労働力率）

＝Ｂ／Ａ
	労働力人口

（Ｂ）＝6573万人

男：3872万人

女：2701万人

完全失業率

＝Ｃ／Ｂ

4.8(4.5)% 2005.3

4.6(4.4)% 2005.5

max

5.8(5.5)% 2003.3-4

(2002.6,8,2003.1)

5.4% 2002(max)

4.7% 2004
	就業者

6260万人

男：3681

女：2579
	従業者
	調査期間中に収入伴う仕事を１時間以上した者

	
	
	
	
	
	
	休業者
	調査期間中仕事を持ちながら、仕事はしなかった者（自営業主は休業開始から３０日未満）

	
	６５（６０）～

2530万人

男：1070万人

女：1460万人
	老年人口

（Ｚ）＝2530万人
	
	
	完全失業者（Ｃ）

313万人

男：191

女：122
	調査週間中求職活動中で、仕事はしなかった者

	
	
	
	
	非労働力人口

4415万人

男：1440

女：2975
	


就職

	区分
	求人数（Ａ）
	充足数（Ｂ）
	求職者数（Ｃ）
	就職件数（Ｄ）

	実効
	新規
	その月に公共職業安定所が扱ったもの
	充足率＝Ｂ／Ａ
	
	求人倍率＝Ａ／Ｃ

有効求人倍率

0.85(0.94) 2005.5

Min  0.42(0.46) 1999.5-6

就職率＝Ｄ／Ｃ
	

	
	（繰越）
	前月から未充足のまま繰り越されたもの
	
	
	
	


就業者

	総務省統計局　「労働力調査」
	常用労働者（常雇）　厚生労働省「毎月勤労統計調査」

	就業者
	雇用者
	常雇
	1年を超える又は雇用期間に定めのない契約で雇われる者、役員を含む。
	

	
	
	臨時雇
	1ヶ月以上１年以内の期間を定めて雇われる者
	雇用期間が１ヶ月を超えるか、前２ヶ月の各月にそれぞれ１８日以上事業所に雇用された者は、常雇に含める。

	
	
	日雇
	日々又は１ヶ月未満の契約で雇われる者
	

	
	自営業主
	雇有業主
	個人経営の事業を営んでいる者（雇用者有り）
	

	
	
	雇無業主
	個人経営の事業を営んでいる者（雇用者無し）
	

	
	家族従業者
	自営業主の家族で、その自営業主の営む事業に従事している者
	


パートタイム労働者
	パートタイム労働者
	厚生労働省　「毎月勤労統計調査」や「賃金構造基本統計調査」
	総務省統計局　「就業構造基本調査」や「労働力調査」

	
	所定労働時間又は労働日数が一般労働者よりも短い者
	労働時間の長短、日数の多少に関わらず、いわゆるパートタイム労働者と呼ばれている者


労働移動…転職等による労働者各人の産業間、職業間、地域間、企業規模間の移動など

	厚生労働省
	「毎月勤労統計調査」
	同一企業内の事業所間異動（転勤）も含む月間の

入職率＝増加労働者数÷前月末全労働者数

離職率＝減少労働者数÷前月末全労働者数

労働異動率＝入職率｜離職率

	
	「雇用動向調査」
	入職前１ヵ年の就業経験有＝転職入職者

	総務省統計局
	「就業構造基本調査」、「労働力調査」
	


労働費用…労働者を雇用することによって生ずる一切の費用

現金給与額…賃金、給与、手当、賞与その他名称のいかんを問わず、労働の対価として使用者が労働者に支払うもの

	労働費用
	現金給与総額

（所得税、社会保険料等を差し引く以前の総額）
	きまって支給する給与

（毎月、就業規則、労働協約などであらかじめ定められた算定方法によって算定され支給される給与）
	所定内給与

	
	
	
	超過労働給与

（所定労働時間を超える労働に対して支払われる給与）
	イ　時間外勤務給

（所定労働日における所定労働時間外労働に対して支給される給与）

	
	
	
	
	ロ　深夜勤務給　（深夜の勤務に対して支給される給与）

	
	
	
	
	ハ　休日出勤給　（所定休日の勤務に対して支給される給与）

	
	
	
	
	ニ　宿日直給

（本来の職務外としての宿日直勤務に対して支給される給与）

	
	
	
	
	ホ　臨時の交代勤務給　（臨時に交替制勤務の早番あるいは後番に対して支給される交替手当など、労働時間の位置により支給される給与）

	
	
	特別に支払われた給与
（きまって支給する給与に該当しない現金給与をいい、いわゆる賞与など）

＊算定方法が定められていても、算定期間が３箇月を超えて支払われる給与や、事由の発生が不確定なもの、新しい協約によって過去にさかのぼって算定された給与の追給額も含む。

	
	退職金

	
	法定福利費

	
	法定外福利費

	
	募集費

	
	教育訓練費

	
	その他の労働費用（現物給与など）


労働時間

	実労働時間
（毎月勤労統計調査は、常用労働者一人月間実労働時間数。年（年度）平均の月間総実労働時間数の12倍が、年間労働時間）
	所定内労働時間
	事業所の就業規則等で定められた始業時刻と終業時刻との間の休憩時間を除いた実際に労働した時間をいいます。有給休暇取得・欠勤などによって、所定労働時間よりも短くなります

＊所定労働時間は、「就労条件総合調査（旧賃金労働時間制度等総合調査）」

	
	所定外労働時間

（超過労働時間）
	早出、残業、臨時の呼出し、休日出勤等の時間です。
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　　　　　　　　　　２００５年５月有効求人倍率

平成17年5月の一般職業紹介状況をみると、有効求人倍率（季節調整値)は0.94倍となり、前月と同水準となった。
　5月の有効求人(季節調整値)は前月に比べ2.0％増となり、有効求職者(同)は2.0％増となった。
　5月の新規求人は前年同月と比較すると15.5％増となった。これを産業別にみると、前月に引き続き、建設業（30.6％増）、情報通信業（27.1％増）、医療,福祉（20.6％増）、サービス業（17.4％増）、飲食店,宿泊業（16.2％増）、卸売・小売業（10.5％増）、運輸業（9.9％増）、製造業（6.8％増）は増加となった。教育,学習支援業（0.0％増）は減少から増加となった。　平成17年5月の一般職業紹介状況をみると、有効求人倍率（季節調整値)は0.94倍となり、前月と同水準となった。
　5月の有効求人(季節調整値)は前月に比べ2.0％増となり、有効求職者(同)は2.0％増となった。
　5月の新規求人は前年同月と比較すると15.5％増となった。これを産業別にみると、前月に引き続き、建設業（30.6％増）、情報通信業（27.1％増）、医療,福祉（20.6％増）、サービス業（17.4％増）、飲食店,宿泊業（16.2％増）、卸売・小売業（10.5％増）、運輸業（9.9％増）、製造業（6.8％増）は増加となった。
教育,学習支援業（0.0％増）は減少から増加となった。　　　http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/koyou/ippan/2005/05/index.html
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